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                         平成２３年４月１５日 
 
国土交通大臣 大 畠 章 宏  殿 

 

運輸安全委員会の今後のあり方についての提言 

－運輸事故の再発を防止し、より安全な社会を構築するために－ 
 
 

福知山線列車脱線事故調査報告書に関わる検証メンバー 
 
 

１．事故調査の透明性の確保 
今回の不祥事の発生と事故調査報告書に対する不信感の背景には、事故調査の過程の

透明性の不足や公開・提供される情報の少なさの問題がある。 
このため、今後は事故調査の過程において、可能な限り、国民や被害者（被害者及び

その家族又は遺族）、さらには原因関係事業者に対して必要な情報の提供・開示を行い、

透明性の確保に努めるべきである。これは、再発の防止を目的とする事故調査が、より

社会の信頼を得るために必要な要件でもある。 
 
２．被害者への情報提供の充実等 
事故調査の最も重要な目的は、事故の再発防止にある。そのため、これまで、作成さ

れる事故調査報告書が主たる読者層として想定していたのは、再発防止の主体となる事

業者や行政関係者などであったことから、その内容は専門家が分かればよいとする考え

さえあった。 
しかし、事故には、その当事者である被害者が存在するということを忘れてはならな

い。事故の被害者である遺族や負傷者等の切実な願いは、事故原因の究明と、二度と事

故が起こらないようにしてほしい、というところにある。そうした願いに応えるには、

被害者にとっても分かりやすく納得感の得られる事故調査報告書であるべきである。ま

た、被害者にとって、事故調査の過程の情報公開も、併せて切実な願いである。 
そこで、運輸安全委員会は、被害者に対して可能な限り調査の進捗状況の説明等を行

うとともに、例えば、なぜ事故が起き、なぜ事故が防げなかったのか等その組織の問題

まで含めた因果関係を示すフローチャートを入れるなど、事故調査報告書を分かりやす

いものに改善する必要がある。また、事故調査にあたっては、被害者ならではの気づき

等をより調査に反映させる仕組みを検討する必要がある。 
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３．事故調査関係資料の公開の推進 

 再発防止を目的とする事故調査が、より社会から支持され、信頼されるために、また、

関係者が事故調査結果を再発防止のために十全に活用していくために、調査過程におけ

る透明性の確保や情報提供に加えて、事故調査が完了した時点での情報公開も進めてい

く必要がある。すなわち、事故調査が完了し、事故調査報告書の公表が終わった段階で、

口述記録や個人情報、原因関係事業者の企業ノウハウや秘匿が必要な技術・運航管理情

報などを除いて、その調査に関して収集され、事故調査報告書の作成に使用された資料

が、求めに応じて公開されるべきである。 
 
４．組織問題に踏み込む等事故調査の充実 
事故調査の目的は、事故の再発防止にある。それを真に達成するには、直接的な、な

いし工学的な原因を究明するだけでなく、事故の背景にある原因関係事業者の組織や安

全文化のあり方等にもより一層踏み込んだ調査を行う必要があり、事故調査のさらなる

充実が求められる。 
また、事故原因の十全かつ迅速な究明のためには、事故に関わる経営上及び技術上の

諸情報をもっとも持っているのは原因関係企業であることから、その有する専門的知見

等をより調査に活かせる仕組みの構築を検討する必要がある。 
さらに、当該事故の原因に直接かかわりのないものであっても、リスクアセスメント

の観点から、改善すべきリスク要因と考えられる事項については調査対象に加え、事故

防止への取り組みをより充実させることを望みたい。 
 

５．事故調査と刑事捜査との関係 
我が国では、被害を伴う運輸事故が発生した場合、運輸安全委員会が事故調査を行う

とともに、警察･検察が刑事捜査を行う。両者の究極の目標は、それぞれの活動を通じ

て、より安全な社会を実現していくことにあるといえるが、前者は事故の再発防止を、

また、後者は刑事責任の追及を目的としており、掲げられた目的は異なっている。 
両者は協力し合って安全な社会の実現のために尽力していかなければならないが、そ

れぞれの固有の目的を達成するために、相互の活動が独立して行われる必要がある。特

に事故調査は、再発防止のために事故の構造的な問題点を洗い出さなければならないた

めに、原因関係者から事実にそくした口述を得る必要がある。そのためには、事故調査

が責任追及から独立しており、捜査とは目的を異にしていることを明確にしておくこと

が重要な要件になる。このため、現行の鑑定嘱託のあり方の見直しを検討し、事故調査

と捜査がそれぞれの目的を十分に発揮できるよう、適切な相互関係を再構築していく必

要がある。 
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６．事故調査の範囲と組織のあり方 
現在の運輸安全委員会は、航空・鉄道・船舶の事故を調査対象としているが、消費者

生活関連事故全般を対象にした組織に拡大すべきとの議論や、独立性・中立性の確保の

観点から運輸安全委員会は国土交通省ではなく、内閣府等に設置すべきとの議論がある。 
また、被害者等からの調査・再調査の申し立てを受け、調査機関に再調査等を勧告す

る評価・チェック機関を設置すべきとの議論もある。 
しかし、システムが複雑かつ巨大で、組織事故としての様相を帯びる場合が多い運輸

事故と他の消費者関連事故では、事故原因の複雑性や被害の現れ方などの点で大きく事

情が異なり、また、特に航空や船舶事故調査では、国際機関や外国政府の事故調査機関

との連携が必要になってくる場合が少なくない。さらに、国家行政組織法第３条の機関

として、高い中立性・独立性を有する運輸安全委員会と当面構想されている消費者事故

等の調査機関との間では性格の違いも大きい。 
消費者生活関連事故についての事故調査機関等が新設され、消費者事故調査の体制が

整えられることは、安全な社会の実現という点で喫緊の課題であることは言うまでもな

い。しかし、運輸安全委員会は目下改革のさなかにある一方で、他の消費者事故の調査

機関はこれから形を整えていく段階にあり、両者がいきなり合体して調査体制を一体化

するには課題が多すぎる観がある。 
したがって、当面は、運輸安全委員会は運輸事故調査活動をさらに充実させ、一方で、

他の消費者関連事故分野では然るべき政府機関が別の調査体制を整備して、まずはそれ

を軌道に乗せることが適当であると考える。その上で、将来、これら両組織それぞれの

調査活動が成熟をみた段階で、両組織・両制度の統合の是非を含め、我が国における事

故調査機関のあり方が再検討されるべきである。 
 
７．委員人事のあり方について 
今回の不祥事は国鉄出身の委員により引き起こされたものである。しかし、事故調査

のためには委員は的確な専門性を有することが求められること、また、今回、国鉄出身

ではあっても公正な立場を貫いた委員も存在したことなどを考慮すると、今後委員の人

選にあたっては、関係業界出身者ということのみで委員候補から除外すべきではない。 
一方、委員は専門的な技術調査のみならず、運輸安全委員会の運営にも責任を持つ立

場にある。このため、特定分野の専門性のみではなく、事故の組織要因への理解など新

しい事故調査のあり方についての見識や被害者・遺族の心情の理解の有無も考慮の上、

委員を選任する必要がある。 
 
 
 



4 
 

 
８．委員の守秘義務違反に対する罰則を設けることについて 
今回の不祥事問題の発生に関わって、守秘義務違反を行った委員に対して罰則を設け

るべきとの議論がある。しかし、罰則を設けることは、開かれた事故調査を目指す上で

も、また、１.～３.において述べたような情報公開の推進にも悪影響を与えるおそれが

あり、適切ではない。 
 
９．予算・人員の確保と研修等の充実 

社会に信頼され、国民の支持を得た事故調査機関となるためには、何よりも調査能力

を向上させ、公表される事故調査報告書を質の高いものにして、再発防止に役立つもの

にしていく必要がある。そのためには、必要な予算の確保や、適切に業務を行うための

優れた人員の確保が求められる。また、専門委員制度を充実し、多様な英知を活かすと

ともに、調査官等の調査能力の向上のために、研修等の充実が図られる必要がある。 
 
１０．委員会の業務改善体制について 

運輸安全委員会では、今回の不祥事問題の発生を教訓に、現在、必要な業務の見直し

を進めているが、運輸安全委員会が優れた能力を発揮し、社会的な信頼性を高め、真に

必要とされる事故調査を実現していくためには、今後とも必要な見直しを積極的に進め

るべきである。このため、外部の有識者を入れて組織と業務の改善を具体化する会合を

設けて、本提言その他必要な事項の改革に取り組むべきである。 


